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(57)【要約】　　　（修正有）
【課題】耐熱性及び柔軟性に優れた光ファイバアレイを提供する。
【解決手段】複数本の光ファイバ素線が整列、固定化された光ファイバアレイであって、
前記光ファイバ素線が、下記式（１）で表されるオキセタン環含有（メタ）アクリル酸エ
ステル化合物に由来する構成単位を含む硬化物により形成された光ファイバ素線である。

（式中、Ｒ1、Ｒ2は同一又は異なって水素原子又はアルキル基を示し、Ａは炭素数１～２
０の直鎖状又は分岐鎖状アルキレン基を示す。）
【選択図】なし
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【特許請求の範囲】
【請求項１】
　複数本の光ファイバ素線が整列、固定化された光ファイバアレイであって、前記光ファ
イバ素線が、下記式（１）で表されるオキセタン環含有（メタ）アクリル酸エステル化合
物に由来する構成単位を含む硬化物により形成された光ファイバ素線であることを特徴と
する光ファイバアレイ。
【化１】

（式中、Ｒ1、Ｒ2は同一又は異なって水素原子又はアルキル基を示し、Ａは炭素数１～２
０の直鎖状又は分岐鎖状アルキレン基を示す。）
【請求項２】
　粘着性を有する光硬化性組成物層を表面に有する基板の前記光硬化性組成物層表面に、
ファイバ素線の案内構造を有するロールを用いて複数の光ファイバ素線を配列させ、その
後、前記光硬化性組成物層に光を照射して硬化させて前記光ファイバ素線を固定すること
を特徴とする光ファイバアレイの製造方法。
【請求項３】
　ベースフィルム上に光硬化性組成物ａを塗布した後、さらに光照射したものを基板とし
て用いる請求項２に記載の光ファイバアレイの製造方法。
【請求項４】
　前記光硬化性組成物層表面に前記光ファイバ素線を配列させた後、さらに前記光硬化性
組成物層及び前記光ファイバ素線上に光硬化性組成物ｂを塗布して光硬化性組成物層を形
成し、その後、光を照射して板状の光ファイバアレイを得る請求項２又は３に記載の光フ
ァイバアレイの製造方法。
【請求項５】
　前記光ファイバ素線が、コアのみからなる単層構造の光ファイバ素線である請求項２～
４のいずれか１項に記載の光ファイバアレイの製造方法。
【請求項６】
　前記光ファイバ素線が、コア及びクラッドを有する複層構造の光ファイバ素線である請
求項２～４のいずれか１項に記載の光ファイバアレイの製造方法。
【請求項７】
　前記クラッドが光硬化性組成物の硬化物より形成されており、前記光硬化性組成物層を
構成する光硬化性組成物ａとして、前記クラッドを形成する光硬化性組成物と同じ光硬化
性組成物を用いる請求項６に記載の光ファイバアレイの製造方法。

【発明の詳細な説明】
【技術分野】
【０００１】
　本発明は、整列・固定化された複数本の光ファイバ（光ファイバ素線）を備える光ファ
イバアレイ及びその製造方法に関する。より詳しくは、耐熱性及び柔軟性に優れた光ファ
イバアレイ、及び生産性に優れた光ファイバアレイの製造方法に関する。
【背景技術】
【０００２】
　近年、情報通信速度の高速化に対応して、従来の電気配線に変わる通信手段として、光
配線に注目が集められている。このような光配線としては、複数の光ファイバ素線が配列
・固定化された光ファイバアレイが使用されている。このような光ファイバアレイを構成
する光ファイバ素線としては、石英製の光ファイバが広く使用されている。
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【０００３】
　素子の高集積化に伴い、狭いスペースに複雑な形状で光ファイバアレイを配置させるこ
との必要性が高まってきている。しかしながら、従来の石英製の光ファイバ素線を有する
光ファイバアレイは十分な柔軟性を有しないため、上記要求に応えることが難しいという
問題を有していた。
【０００４】
　石英製の光ファイバ素線の代わりに、柔軟性の付与が可能な樹脂製の光ファイバ素線を
使用した光ファイバアレイを光配線として使用する検討が進められている。しかしながら
、樹脂製の光ファイバ素線は、十分な柔軟性を有するものの、リフロー工程等の熱履歴を
受けた場合の樹脂の劣化等により、所望の性能を発揮できないという課題を有していた。
【０００５】
　一方、上記光ファイバアレイの製造においては、該光ファイバアレイを構成する光ファ
イバ素線を整列（配列）させ、これを固定化（保持）させる必要がある。このような光フ
ァイバアレイの製造方法としては、例えば、予め光ファイバ素線を配列させるための溝を
形成した基板（フィルム）上に、光ファイバ素線を接着剤等で固定する方法が知られてい
る（特許文献１参照）。また、他の例として、複数の案内溝が形成された光ファイバ素線
整列治具を用いて整列及び保持された複数の光ファイバ素線を、仮固定用樹脂により保持
し、次いで所定の基板上に転写する方法が提案されている（特許文献２参照）。
【先行技術文献】
【特許文献】
【０００６】
【特許文献１】特開平７－１１０４１３号公報
【特許文献２】特開２００３－１５６６５１号公報
【発明の概要】
【発明が解決しようとする課題】
【０００７】
　ところが、表面に予め光ファイバ素線を固定するための溝を形成した基板を用いる特許
文献１に記載の方法では、固定のための基板全てに溝を形成する必要があり、異なる形状
（構造）の光ファイバアレイを製造する際には、所定の溝を形成した基板を準備する必要
がある。また、光ファイバ素線配列用治具を用いる方法は、基板の加工を行う必要がなく
、光ファイバアレイの設計の自由度は大幅に改善されているものの、複雑なステップを経
る必要があるため、光ファイバアレイを連続で製造することは困難であり、生産性の観点
で十分な方法ではなかった。
【０００８】
　従って、本発明の目的は、耐熱性及び柔軟性に優れた光ファイバアレイを提供すること
にある。
　また、本発明の他の目的は、簡易な工程により、高品質の光ファイバアレイを連続的に
製造できる光ファイバアレイの製造方法を提供することにある。
【課題を解決するための手段】
【０００９】
　本発明者らは、上記課題を解決するため鋭意改良を重ねた結果、特定の構造を有する材
料（化合物）をコア及び/又はクラッドの構成単位として含む光ファイバ素線を配列させ
ることにより、耐熱性及び柔軟性に優れた光ファイバアレイが得られることを見出した。
　また、特定の構造を有するロールを用いて、光ファイバ素線を表面に粘着性を付与した
基板上に連続的に配列（整列）させる方法により、光ファイバ素線の整列間隔の精度を低
下させることなく、連続的に光ファイバアレイを低コストで製造できることを見出した。
【００１０】
　すなわち、本発明は、複数本の光ファイバ素線が整列、固定化された光ファイバアレイ
であって、前記光ファイバ素線が、下記式（１）で表されるオキセタン環含有（メタ）ア
クリル酸エステル化合物に由来する構成単位を含む硬化物により形成された光ファイバ素
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線であることを特徴とする光ファイバアレイを提供する。
【化１】

（式中、Ｒ1、Ｒ2は同一又は異なって水素原子又はアルキル基を示し、Ａは炭素数１～２
０の直鎖状又は分岐鎖状アルキレン基を示す。）
【００１１】
　また、本発明は、粘着性を有する光硬化性組成物層を表面に有する基板の前記光硬化性
組成物層表面に、ファイバ素線の案内構造を有するロールを用いて複数の光ファイバ素線
を配列させ、その後、前記光硬化性組成物層に光を照射して硬化させて前記光ファイバ素
線を固定することを特徴とする光ファイバアレイの製造方法を提供する。
【００１２】
　さらに、ベースフィルム上に光硬化性組成物ａを塗布した後、さらに光照射したものを
基板として用いる前記の光ファイバアレイの製造方法を提供する。
【００１３】
　さらに、前記光硬化性組成物層表面に前記光ファイバ素線を配列させた後、さらに前記
光硬化性組成物層及び前記光ファイバ素線上に光硬化性組成物ｂを塗布して光硬化性組成
物層を形成し、その後、光を照射して板状の光ファイバアレイを得る前記の光ファイバア
レイの製造方法を提供する。
【００１４】
　さらに、前記光ファイバ素線が、コアのみからなる単層構造の光ファイバ素線である前
記の光ファイバアレイの製造方法を提供する。
【００１５】
　さらに、前記光ファイバ素線が、コア及びクラッドを有する複層構造の光ファイバ素線
である前記の光ファイバアレイの製造方法を提供する。
【００１６】
　さらに、前記クラッドが光硬化性組成物の硬化物より形成されており、前記光硬化性組
成物層を構成する光硬化性組成物ａとして、前記クラッドを形成する光硬化性組成物と同
じ光硬化性組成物を用いる前記の光ファイバアレイの製造方法を提供する。
【発明の効果】
【００１７】
　本発明の光ファイバアレイは上記構成を有するため、耐熱性及び柔軟性に優れる。この
ため、加熱や変形等による光損失が生じにくく、製品中で高い性能及び信頼性を発揮し、
様々な用途に適用できる。また、本発明の光ファイバアレイの製造方法は上記構成を有す
るため、光ファイバ素線の整列間隔の精度を低下させることなく、連続的に高品質の光フ
ァイバアレイを製造できる。
【図面の簡単な説明】
【００１８】
【図１】図１は、本発明の光ファイバアレイの一例を示す概略図（断面図）である。
【図２】図２は、本発明の光ファイバアレイの製造方法Ａの一例を示す概略図である。
【図３】図３は、本発明の光ファイバアレイの製造方法Ａで用いられる溝付きロールの一
例を示す概略図（斜視図）である。
【図４】図４は、実施例２にて得られる光ファイバアレイの製造方法を示す概略図である
。
【図５】図５は、実施例３にて得られる光ファイバアレイの製造方法を示す概略図である
。
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【図６】図６は、製造例３にて用いた光ファイバ素線の製造装置を示す概略図である。
【発明を実施するための形態】
【００１９】
［本発明の光ファイバアレイ］
　本発明の光ファイバアレイは、複数本の光ファイバ素線が整列、固定化された構造を有
する素子（光学素子）である。図１は、本発明の光ファイバアレイの一例を示す概略図（
断面図；光ファイバ素線の光伝送方向に直交する断面図）である。図１において、１は光
ファイバアレイ、２は光ファイバ素線、３は封止材、４はベースフィルム、５はカバーフ
ィルムを表す。但し、本発明の光ファイバアレイは、複数本の光ファイバ素線が整列（配
列）・固定化（保持）されたものであれば特に限定されず、図１の構造に限定されるもの
ではない。
【００２０】
［光ファイバ素線］
　本発明の光ファイバアレイにおける光ファイバ素線（「本発明の光ファイバ素線」と称
する場合がある）は、下記式（１）で表されるオキセタン環含有（メタ）アクリル酸エス
テル化合物に由来する構成単位を含む硬化物により形成された光ファイバ素線である。
【化２】

（式中、Ｒ1、Ｒ2は同一又は異なって水素原子又はアルキル基を示し、Ａは炭素数１～２
０の直鎖状又は分岐鎖状アルキレン基を示す。）
【００２１】
　より具体的には、本発明の光ファイバ素線は、式（１）で表されるオキセタン環含有（
メタ）アクリル酸エステル化合物を単独で若しくはラジカル重合性を有する他の化合物と
ともにラジカル重合して得られるカチオン反応性樹脂（「本発明のカチオン反応性樹脂」
と称する場合がある）を必須成分とするカチオン反応性樹脂組成物の硬化物、又は、式（
１）で表されるオキセタン環含有（メタ）アクリル酸エステル化合物を単独で若しくはカ
チオン重合性を有する他の化合物とともにカチオン重合して得られるラジカル反応性樹脂
（「本発明のラジカル反応性樹脂」と称する場合がある）を必須成分とするラジカル反応
性樹脂組成物の硬化物より形成された光ファイバ素線であることが好ましい。特に、本発
明の光ファイバ素線は、本発明のカチオン反応性樹脂を必須成分とするカチオン反応性樹
脂組成物の硬化物より形成された光ファイバ素線であることが好ましい。
【００２２】
　本発明の光ファイバ素線は、コアのみからなる単層構造の光ファイバ素線であってもよ
いし、コア及び該コアを被覆するクラッドを有する光ファイバ素線（「コア－クラッド構
造を有する光ファイバ」と称する場合がある）であってもよい。上記コア－クラッド構造
を有する光ファイバとしては、コアと該コアを被覆する一層のクラッド（クラッド層）か
らなる二重構造（二層構造）を有するものであってもよいし、コアと該コアを被覆する二
層以上の層構成を有するクラッドからなる三層以上の多層構造を有するものであってもよ
い。
【００２３】
　本発明の光ファイバ素線がコア－クラッド構造を有する光ファイバである場合、コア及
び／又はクラッド（コア及びクラッドのいずれか一方又は両方）が、式（１）で表される
オキセタン環含有（メタ）アクリル酸エステル化合物に由来する構成単位を含む硬化物よ
り形成されていればよい。中でも、耐熱性及び柔軟性の観点で、特に、コアとクラッドの
いずれもが式（１）で表されるオキセタン環含有（メタ）アクリル酸エステル化合物に由
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来する構成単位を含む硬化物より形成されていることが好ましい。
【００２４】
［オキセタン環含有（メタ）アクリル酸エステル化合物］
　上記式（１）で表されるオキセタン環含有（メタ）アクリル酸エステル化合物は、本発
明の光ファイバ素線のコア及び／又はクラッドの必須の構成成分（構成モノマー成分）で
ある。
【００２５】
　式（１）中、Ｒ1、Ｒ2におけるアルキル基としては、炭素数１～６のアルキル基が好ま
しく、例えば、メチル基、エチル基、プロピル基、ブチル基、ペンチル基、ヘキシル基な
どの直鎖状Ｃ1-6（好ましくはＣ1-3）アルキル基；イソプロピル基、イソブチル基、ｓ－
ブチル基、ｔ－ブチル基、イソペンチル基、ｓ－ペンチル基、ｔ－ペンチル基、イソヘキ
シル基、ｓ－ヘキシル基、ｔ－ヘキシル基などの分岐鎖状のＣ3-6（好ましくはＣ3）アル
キル基などが挙げられる。中でも、上記Ｒ1としては、水素原子又はメチル基が好ましい
。また、上記Ｒ2としては、メチル基又はエチル基が好ましい。
【００２６】
　式（１）中、Ａは炭素数１～２０の直鎖状又は分岐鎖状アルキレン基を示す。中でも、
上記Ａとしては、優れた耐熱性と柔軟性とを兼ね備えた硬化物を形成できる点で、下記式
（ａ１）で表される直鎖状アルキレン基、又は下記式（ａ２）で表される分岐鎖状アルキ
レン基が好ましい。なお、式（ａ２）の右端はエステル結合を構成する酸素原子と結合す
る。
【化３】

［式（ａ１）中、ｎ１は２以上の整数を示す。式（ａ２）中、Ｒ3、Ｒ4、Ｒ7、Ｒ8は同一
又は異なって水素原子又はアルキル基を示し、Ｒ5、Ｒ6は同一又は異なってアルキル基を
示す。ｎ２は０以上の整数を示し、ｎ２が２以上の整数の場合、２以上のＲ7、Ｒ8はそれ
ぞれ同一であってもよく、異なっていてもよい］
【００２７】
　式（ａ１）中のｎ１は２以上の整数を示し、特に限定されないが、２～２０の整数が好
ましく、特に好ましくは２～１０の整数である。ｎ１が１の場合、重合して得られる硬化
物の柔軟性が低下する傾向がある。
【００２８】
　式（ａ２）中のＲ3、Ｒ4、Ｒ5、Ｒ6、Ｒ7、Ｒ8におけるアルキル基としては、炭素数１
～４のアルキル基が好ましく、例えば、メチル基、エチル基、プロピル基、ブチル基など
の直鎖状Ｃ1-4（好ましくはＣ1-3）アルキル基；イソプロピル基、イソブチル基、ｓ－ブ
チル基、ｔ－ブチル基などの分岐鎖状のＣ3-4（好ましくはＣ3）アルキル基などが挙げら
れる。中でも、上記Ｒ3、Ｒ4としては水素原子が好ましい。また、上記Ｒ5、Ｒ6としては
メチル基、エチル基が好ましい。
【００２９】
　式（ａ２）中のｎ２は０以上の整数を示し、特に限定されないが、１～２０の整数が好
ましく、特に好ましくは１～１０の整数である。
【００３０】
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　式（１）で表されるオキセタン環含有（メタ）アクリル酸エステル化合物の代表的な例
としては、以下の化合物を挙げることができる。
【化４】

【００３１】
　式（１）で表されるオキセタン環含有（メタ）アクリル酸エステル化合物は、例えば、
下記式（２）
【化５】

（式（２）中、Ｒ2は前記に同じ。Ｘは脱離性基を示す）
で表される化合物と、下記式（３）
　　　　ＨＯ－Ａ－ＯＨ　　　　　　　（３）
（式（３）中、Ａは前記に同じ）
で表される化合物を、塩基性物質存在下、液相一相系で反応させて下記式（４）
【化６】

（式（４）中、Ｒ2、Ａは前記に同じ）
で表されるオキセタン環含有アルコールを得、得られたオキセタン環含有アルコールを（
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【００３２】
　式（２）中、Ｘは脱離性基を示し、例えば、塩素、臭素、ヨウ素などのハロゲン原子（
中でも、臭素原子、ヨウ素原子が好ましい）；ｐ－トルエンスルホニルオキシ基、メタン
スルホニルオキシ基、トリフルオロメタンスルホニルオキシ基等のスルホニルオキシ基；
アセチルオキシ基等のカルボニルオキシ基などの脱離性の高い基が挙げられる。
【００３３】
　上記塩基性物質としては、例えば、水酸化ナトリウム、水酸化カリウム、水酸化カルシ
ウム、水酸化マグネシウム等のアルカリ金属又はアルカリ土類金属の水酸化物；水素化ナ
トリウム、水素化マグネシウム、水素化カルシウム等のアルカリ金属又はアルカリ土類金
属の水素化物；炭酸ナトリウム、炭酸水素ナトリウム、炭酸カリウム、炭酸水素カリウム
等のアルカリ金属又はアルカリ土類金属の炭酸塩；有機リチウム試薬（例えば、メチルリ
チウム、エチルリチウム、ｎ－ブチルリチウム、ｓｅｃ－ブチルリチウム、ｔｅｒｔ－ブ
チルリチウム等）、有機マグネシウム試薬（グリニャール試薬：例えば、ＭｅＭｇＢｒ、
ＥｔＭｇＢｒ等）等の有機金属化合物等が挙げられる。これらは単独で、又は２種以上を
組み合わせて使用することができる。
【００３４】
　上記「液相一相系」とは、液相が２相以上あるものではなく１相のみの場合を意味し、
液相が一相であれば固体を含んでいてもよい。上記溶媒としては、式（２）で表される化
合物と、式（３）で表される化合物の両方を溶解することができればよく、例えば、ベン
ゼン、トルエン、キシレン、エチルベンゼンなどの芳香族炭化水素；ＴＨＦ（テトラヒド
ロフラン）、ＩＰＥ（イソプロピルエーテル）などのエーテル；ＤＭＳＯ（ジメチルスル
ホキシド）等の含硫黄系溶媒；ＤＭＦ（ジメチルホルムアミド）等の含窒素系溶媒等が挙
げられる。
【００３５】
　［カチオン反応性樹脂］
　本発明のカチオン反応性樹脂（カチオン硬化性樹脂）は、上記式（１）で表されるオキ
セタン環含有（メタ）アクリル酸エステル化合物を単独で、又はラジカル重合性を有する
他の化合物（「他のラジカル重合性化合物」と称する場合がある）とともに、ラジカル重
合することによって得られる。なお、上記「他のラジカル重合性化合物」とは、ラジカル
重合性を有し、上記式（１）で表されるオキセタン環含有（メタ）アクリル酸エステル化
合物とは異なる化合物を意味する。
【００３６】
　上記式（１）で表されるオキセタン環含有（メタ）アクリル酸エステル化合物は、１分
子内にカチオン重合部位であるオキセタン環と、ラジカル重合部位である（メタ）アクリ
ロイル基を有するため、単独でラジカル重合、又は他のラジカル重合性化合物と共にラジ
カル共重合することにより、下記式で表される構成単位を有するカチオン反応性樹脂が得
られる。なお、ラジカル共重合には、ブロック共重合、ランダム共重合等が含まれる。
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【化７】

（式中、Ｒ1、Ｒ2、Ａは上記に同じ）
【００３７】
　本発明のカチオン反応性樹脂としては、中でも、より柔軟性に優れた硬化物を形成する
ことができる点で、上記式（１）で表されるオキセタン環含有(メタ)アクリル酸エステル
化合物と他のラジカル重合性化合物をラジカル共重合することにより得られる樹脂が好ま
しく、カチオン反応性樹脂を構成する全モノマー（１００重量％）のうち、上記式（１）
で表されるオキセタン環含有(メタ)アクリル酸エステル化合物の割合が０．１重量％以上
１００重量％未満（好ましくは１～９９重量％、より好ましくは１０～８０重量％、さら
に好ましくは１０～５０重量％）となるように、ラジカル共重合して得られるカチオン反
応性樹脂が特に好ましい。
【００３８】
　上記他のラジカル重合性化合物としては、例えば、（メタ）アクリロイル基、（メタ）
アクリロイルオキシ基、（メタ）アクリロイルアミノ基、ビニルエーテル基、ビニルアリ
ール基、ビニルオキシカルボニル基等のラジカル重合性基を１分子内に１つ以上有する化
合物等を挙げることができる。
【００３９】
　（メタ）アクリロイル基を１分子内に１つ以上有する化合物としては、例えば、１－ブ
テン－３－オン、１－ペンテン－３－オン、１－ヘキセン－３－オン、４－フェニル－１
－ブテン－３－オン、５－フェニル－１－ペンテン－３－オン等、及びこれらの誘導体等
を挙げることができる。
【００４０】
　（メタ）アクリロイルオキシ基を１分子内に１つ以上有する化合物としては、例えば、
メチル（メタ）アクリレート、エチル（メタ）アクリレート、ｎ－ブチル（メタ）アクリ
レート、イソブチル（メタ）アクリレート、ｔ－ブチルメタクリレート、ｎ－ヘキシル（
メタ）アクリレート、２－エチルヘキシル（メタ）アクリレート、イソデシル（メタ）ア
クリレート、ｎ－ラウリル（メタ）アクリレート、ｎ－ステアリル（メタ）アクリレート
、ｎ－ブトキシエチル（メタ）アクリレート、ブトキシジエチレングリコール（メタ）ア
クリレート、メトキシトリエチレングリコール（メタ）アクリレート、メトキシポリエチ
レングリコール（メタ）アクリレート、シクロヘキシル（メタ）アクリレート、テトラヒ
ドロフルフリル（メタ）アクリレート、ベンジル（メタ）アクリレート、フェノキシエチ
ル（メタ）アクリレート、イソボニル（メタ）アクリレート、２―ヒドロキシエチル（メ
タ）アクリレート、２－ヒドロキシプロピル（メタ）アクリレート、２－ヒドロキシブチ
ル（メタ）アクリレート、ジメチルアミノエチル（メタ）アクリレート、ジエチルアミノ
エチル（メタ）アクリレート、メタクリル酸、２－メタクリロイロキシエチルコハク酸、
２－メタクリロイロキシエチルヘキサヒドロフタル酸、２－メタクリロイロキシエチル－
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２－ヒドロキシプロピルフタレート、グリシジル（メタ）アクリレート、２－メタクリロ
イロキシエチルアシッドフォスフェート、エチレングリコールジ（メタ）アクリレート、
ジエチレングリコールジ（メタ）アクリレート、トリエチレングリコールジ（メタ）アク
リレート、１，４－ブタンジオールジ（メタ）アクリレート、ネオペンチルグリコールジ
（メタ）アクリレート、１，６－ヘキサンジオールジ（メタ）アクリレート、１，９－ノ
ナンジオールジ（メタ）アクリレート、１，１０－デカンジオールジ（メタ）アクリレー
ト、デカンジ（メタ）アクリレート、グリセリンジ（メタ）アクリレート、２－ヒドロキ
シ－３－アクリロイロキシプロピル（メタ）アクリレート、ジメチロールトリシクロデカ
ンジ（メタ）アクリレート、トリフロロエチル（メタ）アクリレート、パーフロロオクチ
ルエチル（メタ）アクリレート、イソアミル（メタ）アクリレート、イソミリスチル（メ
タ）アクリレート、γ－（メタ）アクリロキシプロピルトリメトキシシラン、２－（メタ
）アクリロイルオキシエチルイソシアネート、１，１－ビス（アクリロイルオキシ）エチ
ルイソシアネート、２－(２－メタクリロイルオキシエチルオキシ)エチルイソシアネート
、ビニルトリメトキシシラン、ビニルトリエトキシシラン、３－（メタ）アクリロキシプ
ロピルトリエトキシシラン等、及びこれらの誘導体等を挙げることができる。
【００４１】
　（メタ）アクリロイルアミノ基を１分子内に１つ以上有する化合物としては、例えば、
アクリル酸モルホリン－４－イル、アクリロイルモルホリン、Ｎ，Ｎ－ジメチルアクリル
アミド、Ｎ，Ｎ－ジエチルアクリルアミド、Ｎ－メチルアクリルアミド、Ｎ－エチルアク
リルアミド、Ｎ－プロピルアクリルアミド、Ｎ－イソプロピルアクリルアミド、Ｎ－ブチ
ルアクリルアミド、Ｎ－ｎ－ブトキシメチルアクリルアミド、Ｎ－ヘキシルアクリルアミ
ド、Ｎ－オクチルアクリルアミド等、及びこれらの誘導体等を挙げることができる。
【００４２】
　ビニルエーテル基を１分子内に１個以上有する化合物としては、例えば、２－ヒドロキ
シエチルビニルエーテル、３－ヒドロキシプロピルビニルエーテル、２－ヒドロキシプロ
ピルビニルエーテル、２－ヒドロキシイソプロピルビニルエーテル、４－ヒドロキシブチ
ルビニルエーテル、３－ヒドロキシブチルビニルエーテル、２－ヒドロキシブチルビニル
エーテル、３－ヒドロキシイソブチルビニルエーテル、２－ヒドロキシイソブチルビニル
エーテル、１－メチル－３－ヒドロキシプロピルビニルエーテル、１－メチル－２－ヒド
ロキシプロピルビニルエーテル、１－ヒドロキシメチルプロピルビニルエーテル、４－ヒ
ドロキシシクロヘキシルビニルエーテル、１，６－ヘキサンジオールモノビニルエーテル
、１，４－シクロヘキサンジメタノールモノビニルエーテル、１，３－シクロヘキサンジ
メタノールモノビニルエーテル、１，２－シクロヘキサンジメタノールモノビニルエーテ
ル、ｐ－キシレングリコールモノビニルエーテル、ｍ－キシレングリコールモノビニルエ
ーテル、ｏ－キシレングリコールモノビニルエーテル、ジエチレングリコールモノビニル
エーテル、トリエチレングリコールモノビニルエーテル、テトラエチレングリコールモノ
ビニルエーテル、ペンタエチレングリコールモノビニルエーテル、オリゴエチレングリコ
ールモノビニルエーテル、ポリエチレングリコールモノビニルエーテル、ジプロピレング
リコールモノビニルエーテル、トリプロピレングリコールモノビニルエーテル、テトラプ
ロピレングリコールモノビニルエーテル、ペンタプロピレングリコールモノビニルエーテ
ル、オリゴプロピレングリコールモノビニルエーテル、ポリプロピレングリコールモノビ
ニルエーテル等、及びこれらの誘導体等を挙げることができる。
【００４３】
　ビニルアリール基を１分子内に１個以上有する化合物としては、例えば、スチレン、ジ
ビニルベンゼン、メトキシスチレン、エトキシスチレン、ヒドロキシスチレン、ビニルナ
フタレン、ビニルアントラセン、酢酸４－ビニルフェニル、（４－ビニルフェニル）ジヒ
ドロキシボラン、（４－ビニルフェニル）ボラン酸、（４－ビニルフェニル）ボロン酸、
４－エテニルフェニルボロン酸、４－ビニルフェニルボラン酸、４－ビニルフェニルボロ
ン酸、ｐ－ビニルフェニルホウ酸、ｐ－ビニルフェニルボロン酸、Ｎ－（４－ビニルフェ
ニル）マレインイミド、Ｎ－（ｐ－ビニルフェニル）マレイミド、Ｎ－（ｐ－ビニルフェ
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ニル）マレインイミド等、及びこれらの誘導体等を挙げることができる。
【００４４】
　ビニルオキシカルボニル基を１分子内に１つ以上有する化合物としては、例えば、ギ酸
イソプロペニル、酢酸イソプロペニル、プロピオン酸イソプロペニル、酪酸イソプロペニ
ル、イソ酪酸イソプロペニル、カプロン酸イソプロペニル、吉草酸イソプロペニル、イソ
吉草酸イソプロペニル、乳酸イソプロペニル、酢酸ビニル、プロピオン酸ビニル、酪酸ビ
ニル、カプロン酸ビニル、カプリル酸ビニル、ラウリン酸ビニル、ミリスチン酸ビニル、
パルミチン酸ビニル、ステアリン酸ビニル、シクロヘキサンカルボン酸ビニル、ピバリン
酸ビニル、オクチル酸ビニル、モノクロロ酢酸ビニル、アジピン酸ジビニル、メタクリル
酸ビニル、クロトン酸ビニル、ソルビン酸ビニル、安息香酸ビニル、桂皮酸ビニル等、及
びこれらの誘導体等を挙げることができる。
【００４５】
　上記他のラジカル重合性化合物としては、中でも、柔軟性及び耐熱性に優れた硬化物を
形成することができる点で、１分子内に（メタ）アクリロイル基、（メタ）アクリロイル
オキシ基、（メタ）アクリロイルアミノ基、ビニルアリール基、ビニルエーテル基、ビニ
ルオキシカルボニル基から選ばれる官能基を１個のみ有する化合物が好ましく、特に、ｎ
－ブチル（メタ）アクリレート、イソブチル（メタ）アクリレート、ｔ－ブチルメタクリ
レート、ｎ－ヘキシル（メタ）アクリレート、２－エチルヘキシル（メタ）アクリレート
等の（メタ）アクリロイルオキシ基を１分子内に１個のみ有する化合物が好ましい。これ
らは単独で、又は２種以上を組み合わせて使用することができる。
【００４６】
　ラジカル重合反応は、加熱処理及び／又は光照射を行うことにより促進することができ
る。加熱処理を行う場合、その温度としては、反応に供する成分や触媒の種類などに応じ
て適宜調整することができ、特に限定されないが、２０～２００℃が好ましく、より好ま
しくは５０～１５０℃、さらに好ましくは７０～１２０℃である。光照射を行う場合、そ
の光源としては、例えば、水銀ランプ、キセノンランプ、カーボンアークランプ、メタル
ハライドランプ、太陽光、電子線、レーザー光等を使用することができる。また、光照射
後、例えば、５０～１８０℃程度の温度で加熱処理を施してラジカル重合反応をさらに進
行させてもよい。
【００４７】
　ラジカル重合反応は一般に溶媒の存在下で行われる。溶媒としては、例えば、１－メト
キシ－２－アセトキシプロパン（ＰＧＭＥＡ）、ベンゼン、トルエン等を挙げられる。
【００４８】
　また、ラジカル重合反応においては、重合開始剤を使用してもよい。重合開始剤として
は、公知乃至慣用の熱重合開始剤、光ラジカル重合開始剤などのラジカル重合を起こし得
るものを特に限定されることなく使用することができ、例えば、過酸化ベンゾイル、アゾ
ビスイソブチロニトリル（ＡＩＢＮ）、アゾビス－２，４－ジメチルバレロニトリル、２
，２'－アゾビス（イソ酪酸）ジメチル等を挙げることができる。
【００４９】
　ラジカル重合反応における重合開始剤の使用量としては、特に限定されないが、ラジカ
ル重合性化合物（式（１）で表されるオキセタン環含有（メタ）アクリル酸エステル化合
物と他のラジカル重合性化合物の総重量）１００重量部に対して、０．０１～５０重量部
が好ましく、より好ましくは０．１～２０重量部である。
【００５０】
　本発明のカチオン反応性樹脂の重量平均分子量は、特に限定されないが、５００以上（
例えば、５００～１００万）が好ましく、より好ましくは３０００～５０万である。重量
平均分子量が上記範囲を外れると、カチオン反応性樹脂を含む樹脂組成物を硬化して得ら
れる硬化物の柔軟性が得られにくくなる傾向がある。
【００５１】
　本発明のカチオン反応性樹脂の数平均分子量は、特に限定されないが、１００以上（例
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えば、１００～５０万）が好ましく、より好ましくは３００～２５万である。数平均分子
量が上記範囲を外れると、カチオン反応性樹脂組成物を硬化して得られる硬化物の柔軟性
が得られにくくなる傾向がある。なお、上記カチオン反応性樹脂の重量平均分子量、数平
均分子量は、例えば、ＧＰＣ（ゲルパーミエーションクロマトグラフィー）法により、標
準ポリスチレン換算の値として測定することができる。
【００５２】
［カチオン反応性樹脂組成物］　
　上記カチオン反応性樹脂組成物（カチオン硬化性樹脂組成物）は、本発明のカチオン反
応性樹脂を必須成分として含む樹脂組成物である。上記カチオン反応性樹脂組成物におけ
る本発明のカチオン反応性樹脂の割合（含有量）としては、例えば、カチオン反応性樹脂
組成物（固形分）（１００重量％）に対して５重量％以上であり、実質的にカチオン反応
性樹脂組成物（固形分）が本発明のカチオン反応性樹脂のみで構成されていてもよい（例
えば、本発明のカチオン反応性樹脂の割合が９８重量％以上であってもよい）。本発明に
おいては、中でも、より柔軟性に優れる硬化物を形成することができる点で、カチオン反
応性樹脂組成物（固形分）中に占める本発明のカチオン反応性樹脂の割合が、１０～９５
重量％であることが好ましく、特に４０～９５重量％が好ましい。カチオン反応性樹脂組
成物（固形分）中に占める本発明のカチオン反応性樹脂の割合が５重量％を下回ると、カ
チオン重合により硬化して得られる硬化物の柔軟性が低下する傾向がある。
【００５３】
　上記カチオン反応性樹脂組成物には、本発明のカチオン反応性樹脂の他に、カチオン重
合性を有する他の化合物（「他のカチオン重合性化合物」と称する場合がある）が含まれ
ていてもよい。上記「他のカチオン重合性化合物」とは、カチオン重合性を有し、上記式
（１）で表されるオキセタン環含有（メタ）アクリル酸エステル化合物とは異なる化合物
を意味する。
【００５４】
　他のカチオン重合性化合物としては、例えば、オキセタン環、エポキシ環、ビニルエー
テル基、ビニルアリール基等のカチオン重合性基を１分子内に１個以上有する化合物等を
挙げることができる。
【００５５】
　オキセタン環を１分子内に１個以上有する化合物としては、例えば、トリメチレンオキ
シド、３，３－ビス（ビニルオキシメチル）オキセタン、３－エチル－３－ヒドロキシメ
チルオキセタン、３－エチル－３－（２－エチルヘキシルオキシメチル）オキセタン、３
－エチル－３－（ヒドロキシメチル）オキセタン、３－エチル－３－［（フェノキシ）メ
チル］オキセタン、３－エチル－３－（ヘキシロキシメチル）オキセタン、３－エチル－
３－（クロロメチル）オキセタン、３，３‐ビス（クロルメチル）オキセタン、１，４－
ビス［（３－エチル－３－オキセタニルメトキシ）メチル］ベンゼン、ビス｛［１－エチ
ル（３－オキセタニル）］メチル｝エーテル、４，４’－ビス［（３－エチル－３－オキ
セタニル）メトキシメチル］ビシクロヘキシル、１，４－ビス［（３－エチル－３－オキ
セタニル）メトキシメチル］シクロヘキサン、１，４－ビス{〔（３－エチル－３－オキ
セタニル）メトキシ〕メチル}ベンゼン、３－エチル－３{〔（３－エチルオキセタン－３
－イル)メトキシ]メチル｝オキセタン等を挙げることができる。
【００５６】
　エポキシ環を１分子内に１個以上有する化合物としては、例えば、グリシジルメチルエ
ーテル、ビスフェノールＡジグリシジルエーテル、ビスフェノールＦジグリシジルエーテ
ル、ビスフェノールＳジグリシジルエーテル、臭素化ビスフェノールＡジグリシジルエー
テル、臭素化ビスフェノールＦジグリシジルエーテル、臭素化ビスフェノールＳジグリシ
ジルエーテル、エポキシノボラック樹脂、水添ビスフェノールＡジグリシジルエーテル、
水添ビスフェノールＦジグリシジルエーテル、水添ビスフェノールＳジグリシジルエーテ
ル、３，４－エポキシシクロヘキシルメチル－３’，４’－エポキシシクロヘキサンカル
ボキシルレート、２－（３，４－エポキシシクロヘキシル－５，５－スピロ－３，４－エ
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ポキシ）シクロヘキサン－メタ－ジオキサン、ビス（３，４－エポキシシクロヘキシルメ
チル）アジペート、ビス（３，４－エポキシ－６－メチルシクロヘキシルメチル）アジペ
ート、３，４－エポキシ－６－メチルシクロヘキシル－３’，４’－エポキシ－６’－メ
チルシクロヘキサンカルボキシルレート、メチレンビス（３，４－エポキシシクロヘキサ
ン）、ジシクロペンタジエンジエポキサイド、エチレングリコールのジ（３，４－エポキ
シシクロヘキシルメチル）エーテル、エチレンビス（３，４－エポキシシクロヘキサンカ
ルボキシルレート）、エポキシヘキサヒドロフタル酸ジオクチル、エポキシヘキサヒドロ
フタル酸ジ－２－エチルヘキシル、１，４－ブタンジオールジグリシジルエーテル、１，
６－ヘキサンジオールジグリシジルエーテル、グリセリントリグリシジルエーテル、トリ
メチロールプロパントリグリシジルエーテル、ポリエチレングリコールジグリシジルエー
テル、ポリプロピレングリコールジグリシジルエーテル類；エチレングリコール、プロピ
レングリコール、グリセリン等の脂肪族多価アルコールに１種または２種以上のアルキレ
ンオキサイドを付加することにより得られるポリエーテルポリオールのポリグリシジルエ
ーテル類；脂肪族長鎖二塩基酸のジグリシジルエステル類；脂肪族高級アルコールのモノ
グリシジルエーテル類；フェノール、クレゾール、ブチルフェノールまたはこれらにアル
キレンオキサイドを付加して得られるポリエーテルアルコールのモノグリシジルエーテル
類；高級脂肪酸のグリシジルエステル類等を挙げることができる。
【００５７】
　ビニルエーテル基を１分子内に１つ以上有する化合物、ビニルアリール基を１分子内に
１つ以上有する化合物としては、上記他のラジカル重合性化合物において挙げられた例と
同様の例を挙げることができる。
【００５８】
　上記カチオン反応性樹脂組成物に含まれる他のカチオン重合性化合物としては、中でも
、光を照射することにより速やかに硬化する点で、３－エチル－３－（２－エチルヘキシ
ルオキシメチル）オキセタン、３，３－ビス（ビニルオキシメチル）オキセタン、１，４
－ビス｛［（３－エチル－３－オキセタニル）メトキシ］メチル｝ベンゼン、３－エチル
－３｛［（３－エチルオキセタン－３－イル）メトキシ］メチル｝オキセタン等のオキセ
タン環を１分子内に１つ以上有する化合物が好ましい。これらは単独で、又は２種以上を
組み合わせて使用することができる。
【００５９】
　上記カチオン反応性樹脂組成物は、より柔軟性に優れる硬化物を形成することができる
点で、本発明のカチオン反応性樹脂と共に他のカチオン重合性化合物を含むことが好まし
い。本発明のカチオン反応性樹脂と他のカチオン重合性化合物の配合比（前者／後者：重
量比）としては、特に限定されないが、９５／５～１０／９０が好ましく、より好ましく
は９５／５～２０／８０、さらに好ましくは９５／５～４５／５５である。本発明のカチ
オン反応性樹脂の配合割合が上記範囲を下回ると、得られる硬化物の柔軟性が低下する傾
向がある。
【００６０】
　また、上記カチオン反応性樹脂組成物は、必要に応じて重合開始剤を含有していてもよ
い。重合開始剤としては、公知乃至慣用の光カチオン重合開始剤、光酸発生剤等のカチオ
ン重合を起こし得るものを特に限定されることがなく使用することができる。重合開始剤
としては、例えば、トリアリルスルホニウムヘキサフルオロホスフェート、トリアリール
スルホニウムヘキサフルオロアンチモネート等のスルホニウム塩；ジアリールヨードニウ
ムヘキサフルオロホスフェート、ジフェニルヨードニウムヘキサフルオロアンチモネート
、ビス（ドデシルフェニル）ヨードニウムテトラキス（ペンタフルオロフェニル）ボレー
ト、ヨードニウム［４－（４－メチルフェニル－２－メチルプロピル）フェニル］ヘキサ
フルオロホスフェート等のヨードニウム塩；テトラフルオロホスホニウムヘキサフルオロ
ホスフェート等のホスホニウム塩；ピリジウム塩などが挙げられる。
【００６１】
　上記重合開始剤として、例えば、商品名「ＣＰＩ－１００Ｐ」（サンアプロ（株）製、
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光酸発生剤）などの市販品を使用することもできる。
【００６２】
　カチオン重合反応における重合開始剤の使用量としては、カチオン重合性化合物（本発
明のカチオン反応性樹脂と他のカチオン重合性化合物の総重量）１００重量部に対して、
０．０１～５０重量部が好ましく、より好ましくは０．１～２０重量部である。
【００６３】
　さらに、上記カチオン反応性樹脂組成物には、本発明の効果を損なわない範囲内で、必
要に応じて他の添加物を添加してもよい。他の添加物としては、例えば、硬化膨張性モノ
マー、光増感剤（アントラセン系増感剤等）、樹脂、密着性向上剤、補強剤、軟化剤、可
塑剤、粘度調整剤、溶剤、無機又は有機粒子（ナノスケール粒子等）、有機－無機ハイブ
リッド材料、フルオロシラン等の公知慣用の各種添加剤を挙げることができる。
【００６４】
　上記カチオン反応性樹脂組成物は、光を照射することによりカチオン重合反応を促進さ
せ、硬化物とすることができる。本発明の光ファイバ素線を、上記カチオン反応性樹脂組
成物の硬化物により形成する場合、硬化の際の光源としては、例えば、水銀ランプ、キセ
ノンランプ、カーボンアークランプ、メタルハライドランプ、太陽光、電子線、レーザー
光等を使用することができる。また、光照射後、例えば、５０～１８０℃の温度で熱処理
し、さらに硬化を進行させてもよい。
【００６５】
　カチオン重合反応は常圧下で行ってもよく、減圧下又は加圧下で行ってもよい。反応の
雰囲気は反応を阻害しない限り特に限定されず、例えば、空気雰囲気、窒素雰囲気、アル
ゴン雰囲気などのいずれであってもよい。
【００６６】
［ラジカル反応性樹脂］
　本発明のラジカル反応性樹脂（ラジカル硬化性樹脂）は、上記式（１）で表されるオキ
セタン環含有（メタ）アクリル酸エステル化合物を単独で、又は上記他のカチオン重合性
化合物とともに、カチオン重合することによって得られる。
【００６７】
　上記式（１）で表されるオキセタン環含有（メタ）アクリル酸エステル化合物は、１分
子内にカチオン重合部位であるオキセタン環と、ラジカル重合部位である（メタ）アクリ
ロイル基を有するため、単独でカチオン重合、又は他のカチオン重合性化合物と共にカチ
オン共重合することにより、下記式で表される構成単位を有するラジカル反応性樹脂を合
成することができる。なお、カチオン共重合には、ブロック共重合、ランダム共重合等が
含まれる。
【化８】

（式中、Ｒ1、Ｒ2、Ａは上記に同じ）
【００６８】
　上記ラジカル反応性樹脂としては、中でも、より柔軟性に優れた硬化物を形成できる点



(15) JP 2012-242459 A 2012.12.10

10

20

30

40

50

で、上記式（１）で表されるオキセタン環含有（メタ）アクリル酸エステル化合物と他の
カチオン重合性化合物をカチオン共重合することにより得られるラジカル反応性樹脂が好
ましい。特に、ラジカル反応性樹脂を構成する全モノマー（１００重量％）のうち、式（
１）で表されるオキセタン環含有（メタ）アクリル酸エステル化合物由来のモノマーの占
める割合が０．１重量％以上１００重量％未満（より好ましくは１～９９重量％、特に好
ましくは１０～８０重量％）となるように、カチオン共重合して得られる樹脂が好ましい
。
【００６９】
　他のカチオン重合性化合物としては、例えば、上記で例示したオキセタン環、エポキシ
環、ビニルエーテル基、ビニルアリール基等のカチオン重合性基を１分子内に１個以上有
する化合物等を挙げることができる。
【００７０】
　上記他のカチオン重合性化合物としては、中でも、柔軟性及び耐熱性に優れた硬化物を
形成することができる点で、１分子内にオキセタン環、エポキシ環、ビニルエーテル基、
ビニルアリール基から選ばれる官能基を１個のみ有する化合物が好ましく、特に、トリメ
チレンオキシド、３－エチル－３－（２－エチルヘキシルオキシメチル）オキセタン、３
－エチル－３－［（フェノキシ）メチル］オキセタン、３－エチル－３－（ヘキシロキシ
メチル）オキセタン等のオキセタン環を１分子内に１つ以上有する化合物、グリシジルメ
チルエーテル、酪酸（Ｒ）－グリシジル等のエポキシ基を１分子内に１個のみ有する化合
物等が好ましい。これらは単独で、又は２種以上を組み合わせて使用することができる。
【００７１】
　カチオン重合反応は、一般に溶媒の存在下で行われる。溶媒としては、例えば、ベンゼ
ン、トルエン、キシレン等を挙げることができる。
【００７２】
　また、カチオン重合反応には重合開始剤を使用してもよい。重合開始剤としては、例え
ば、カチオン重合をおこし得るものであれば特に限定されることなく、公知乃至慣用のカ
チオン重合開始剤、酸発生剤等を使用することができる。重合開始剤としては、例えば、
過塩素酸、硫酸、リン酸、パラトルエンスルホン酸、トリクロロ酢酸、トリフルオロ酢酸
等のプロトン酸；三フッ化ホウ素、臭化アルミニウム、塩化アルミニウム、五塩化アンチ
モン、塩化第二鉄、四塩化錫、四塩化チタン、塩化水銀、塩化亜鉛等のルイス酸等を使用
することができる。また、その他、ヨウ素、トリフェニルクロロメタン等を使用すること
もできる。これらは単独で、又は２種以上を組み合わせて使用することができる。
【００７３】
　カチオン重合反応における重合開始剤の使用量としては、例えば、カチオン重合性化合
物（式（１）で表されるオキセタン環含有（メタ）アクリル酸エステル化合物と他のカチ
オン重合性化合物の総重量）１００重量部に対して、例えば、０．０１～５０重量部が好
ましく、より好ましくは０．１～２０重量部である。
【００７４】
　また、カチオン重合反応は重合禁止剤の存在下で行ってもよい。重合禁止剤としては、
例えば、４－メトキシフェノール、ハイドロキノン、メチルハイドロキノン、ジメチルハ
イドロキノン、トリメチルハイドロキノン、ハイドロキノンモノメチルエーテル、２，５
－ジ－ｔ－ブチルハイドロキノン、ｐ－ｔ－ブチルカテコール、モノ－ｔ－ブチルハイド
ロキノン、ｐ－ベンゾキノン、ナフトキノン、２，５－ジ－ｔ－ブチル－ｐ－クレゾール
、α－ナフトール、ニトロフェノール等のキノン・フェノール系禁止剤、チオエーテル系
禁止剤、亜リン酸エステル系禁止剤等を挙げることができる。
【００７５】
　本発明のラジカル反応性樹脂の重量平均分子量は、特に限定されないが、５００以上（
例えば、５００～１００万）が好ましく、より好ましくは３０００～５０万である。ラジ
カル反応性樹脂の重量平均分子量が上記範囲を下回ると、ラジカル重合して得られる硬化
物の柔軟性が低下する傾向がある。なお、上記ラジカル反応性樹脂の重量平均分子量は、
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例えば、ＧＰＣ（ゲルパーミエーションクロマトグラフィー）法により、標準ポリスチレ
ン換算の値として測定することができる。
【００７６】
［ラジカル反応性樹脂組成物］
　上記ラジカル反応性樹脂組成物（ラジカル硬化性樹脂組成物）は、本発明のラジカル反
応性樹脂を必須成分として含む。上記ラジカル反応性樹脂組成物における本発明のラジカ
ル反応性樹脂の割合（含有量）としては、例えば、ラジカル反応性樹脂組成物（固形分）
（１００重量％）に対して５重量％以上であり、実質的にラジカル反応性樹脂組成物（固
形分）が本発明のラジカル反応性樹脂のみで構成されていてもよい（例えば、本発明のラ
ジカル反応性樹脂の割合が９８重量％以上であってもよい）。本発明においては、中でも
、より柔軟性に優れる硬化物を形成することができる点で、ラジカル反応性樹脂組成物（
固形分）中に占める本発明のラジカル反応性樹脂の割合が、１０～９５重量％であること
が好ましく、特に４０～９０重量％が好ましい。ラジカル反応性樹脂組成物（固形分）中
に占める本発明のラジカル反応性樹脂の割合が５重量％を下回ると、ラジカル重合により
硬化して得られる硬化物の柔軟性が低下する傾向がある。
【００７７】
　上記ラジカル反応性樹脂組成物には、本発明のラジカル反応性樹脂の他に、上述の他の
ラジカル重合性化合物が含まれていてもよい。
【００７８】
　上記ラジカル反応性樹脂組成物に含まれる他のラジカル重合性化合物としては、中でも
、より優れた耐熱性を有する硬化物を形成できる点で、エチレングリコールジ（メタ）ア
クリレート、ジエチレングリコールジ（メタ）アクリレート、トリエチレングリコールジ
（メタ）アクリレート、１，４－ブタンジオールジ（メタ）アクリレート、ネオペンチル
グリコールジ（メタ）アクリレート、１，６－ヘキサンジオールジ（メタ）アクリレート
、１，９－ノナンジオールジ（メタ）アクリレート、１，１０－デカンジオールジ（メタ
）アクリレート、デカンジ（メタ）アクリレート、グリセリンジ（メタ）アクリレート等
の（メタ）アクリロイルオキシ基を２つ以上（特に２つ）有する化合物が好ましい。これ
らは単独で、又は２種以上を組み合わせて使用することができる。
【００７９】
　上記ラジカル反応性樹脂組成物としては、より優れた柔軟性と耐熱性のバランスを有す
る硬化物を形成できる点で、本発明のラジカル反応性樹脂と共に他のラジカル重合性化合
物を含むことが好ましい。本発明のラジカル反応性樹脂と他のラジカル重合性化合物の配
合比（前者／後者：重量比）としては、特に限定されないが、９５／５～５／９５が好ま
しく、より好ましくは９５／５～２０／８０、さらに好ましくは９５／５～６０／４０で
ある。本発明のラジカル反応性樹脂の配合割合が上記範囲を下回ると、得られる硬化物の
柔軟性が低下する傾向がある。
【００８０】
　また、上記ラジカル反応性樹脂組成物は、必要に応じて重合開始剤を含有していてもよ
い。重合開始剤としては、公知乃至慣用の熱重合開始剤、光ラジカル重合開始剤などのラ
ジカル重合を起こし得るものを特に限定されることがなく使用することができる。
【００８１】
　上記熱重合開始剤としては、例えば、過酸化ベンゾイル、アゾビスイソブチロニトリル
（ＡＩＢＮ）、アゾビス－２，４－ジメチルバレロニトリル、２，２’－アゾビス（イソ
酪酸）ジメチル等が挙げられる。これらは単独で、又は２種以上を組み合わせて使用する
ことができる。
【００８２】
　上記光ラジカル重合開始剤としては、例えば、ベンゾフェノン、アセトフェノンベンジ
ル、ベンジルジメチルケトン、ベンゾイン、ベンゾインメチルエーテル、ベンゾインエチ
ルエーテルベンゾインイソプロピルエーテル、ジメトキシアセトフェノン、ジメトキシフ
ェニルアセトフェノン、ジエトキシアセトフェノン、ジフェニルジサルファイト等が挙げ
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られる。これらは単独で、又は２種以上を組み合わせて使用することができる。
【００８３】
　上記重合開始剤には、光吸収エネルギーの重合開始遊離基への転換を強めるための相乗
剤を添加してもよい。相乗剤としては、例えば、トリエチルアミン、ジエチルアミン、ジ
エタノールアミン、エタノールアミン、ジメチルアミノ安息香酸、ジメチルアミノ安息香
酸メチル等のアミン；チオキサントン、２－イソプロピルチオキサントン、２，４－ジエ
チルチオキサントン、アセチルアセトンなどのケトン等が挙げられる。
【００８４】
　上記ラジカル反応性樹脂組成物に重合開始剤を添加する場合、その添加量（使用量）と
しては、ラジカル反応性樹脂組成物中のラジカル重合性化合物（本発明のラジカル反応性
樹脂と他のラジカル重合性化合物の総重量）１００重量部に対して、０．０１～５０重量
部が好ましく、より好ましくは０．１～２０重量部である。
【００８５】
　さらに、上記ラジカル反応性樹脂組成物には、本発明の効果を損なわない範囲内で、必
要に応じて他の添加物を添加してもよい。他の添加物としては、例えば、硬化膨張性モノ
マー、光増感剤（アントラセン系増感剤等）、樹脂、密着性向上剤、補強剤、軟化剤、可
塑剤、粘度調整剤、溶剤、無機又は有機粒子（ナノスケール粒子等）、有機－無機ハイブ
リッド材料、フルオロシラン等の公知慣用の各種添加剤を挙げることができる。
【００８６】
　上記ラジカル反応性樹脂組成物は、加熱処理及び／又は光照射を行うことによりラジカ
ル重合反応を促進させ、硬化物とすることができる。本発明の光ファイバ素線を、上記ラ
ジカル反応性樹脂組成物の硬化物により形成する場合、加熱処理の温度としては、反応に
供する成分や触媒の種類などに応じて適宜調整することができ、特に限定されないが、例
えば、２０～２００℃が好ましく、より好ましくは５０～１５０℃、さらに好ましくは７
０～１２０℃である。光照射を行う場合の光源としては、例えば、水銀ランプ、キセノン
ランプ、カーボンアークランプ、メタルハライドランプ、太陽光、電子線、レーザー光等
を使用することができる。また、光照射後、例えば、５０～１８０℃の温度で熱処理し、
さらに硬化を進行させてもよい。
【００８７】
　ラジカル重合反応は常圧下で行ってもよく、減圧下又は加圧下で行ってもよい。反応の
雰囲気は反応を阻害しない限り特に限定されず、例えば、空気雰囲気、窒素雰囲気、アル
ゴン雰囲気などのいずれであってもよい。
【００８８】
　本発明の光ファイバ素線におけるコアの直径（コア径）は、特に限定されないが、１～
９９９μｍが好ましく、より好ましくは３～１００μｍである。また、本発明の光ファイ
バ素線がコア－クラッド構造を有する光ファイバ素線である場合、クラッドの直径（クラ
ッド径）としては、特に限定されないが、６０～１０００μｍが好ましく、より好ましく
は１００～５００μｍである。
【００８９】
　本発明の光ファイバー素線は、最外層に適宜な被覆層を有していてもよい。上記被覆層
としては、例えば、ポリイミド、ポリプロピレン、ポリエチレン、ＰＴＦＥ、ポリ塩化ビ
ニル等からなる被覆層が挙げられる。
【００９０】
　本発明の光ファイバ素線は、公知乃至慣用の光ファイバの製造方法により製造すること
ができ、特に限定されないが、例えば、シリンジ等を使用して上記カチオン反応性樹脂組
成物又は上記ラジカル反応性樹脂組成物を定量的にファイバー状（糸状）に押し出し、押
し出されたカチオン反応性樹脂組成物又はラジカル反応性樹脂組成物を硬化させる方法等
により製造することができる。
【００９１】
　本発明の光ファイバアレイは、複数本の本発明の光ファイバ素線が整列（配列）・固定
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化（保持）された構造を有していればよく、その構造は特に限定されないが、例えば、特
開平７－１１０４１３号公報に開示された構造等が挙げられる。中でも、本発明の光ファ
イバアレイは、図１に示すように、本発明の光ファイバ素線が封止材により封止（被覆）
された構造の光ファイバアレイ（封止材中で複数の光ファイバ素線が整列・固定された光
ファイバアレイ）であることが好ましい。本発明の光ファイバアレイは、このような構成
を有することにより、他の部品と接続する際に配線の相対位置がずれることなく容易に接
続することが可能となる。
【００９２】
　上記封止材としては、公知乃至慣用の封止用樹脂（例えば、接着剤等）などを用いるこ
とができ、特に限定されないが、耐熱性と柔軟性のバランスをとる観点で、上記カチオン
反応性樹脂組成物の硬化物又は上記ラジカル反応性樹脂組成物の硬化物が好ましく、より
好ましくは上記カチオン反応性樹脂組成物の硬化物である。即ち、上記封止材は、式（１
）で表されるオキセタン環含有（メタ）アクリル酸エステル化合物を単独で若しくは他の
ラジカル重合性化合物とともにラジカル重合して得られるカチオン反応性樹脂（本発明の
カチオン反応性樹脂）を必須成分とするカチオン反応性樹脂組成物の硬化物により形成さ
れた封止材であることが好ましい。特に、本発明の光ファイバアレイにおいては、本発明
の光ファイバ素線のクラッドを構成する硬化物と、封止材を構成する硬化物とを同じ樹脂
組成物（カチオン反応性樹脂組成物、ラジカル反応性樹脂組成物）より形成することが好
ましい。
【００９３】
　本発明の光ファイバアレイは、図１に示すように、ベースフィルム（図１における４）
やカバーフィルム（図１における５）等を有していてもよい。上記ベースフィルムは、本
発明の光ファイバアレイにおいて、主にファイバアレイを保護したり、難燃性を付与する
等の役割を担う。また、上記カバーフィルムは、本発明の光ファイバアレイにおいて、主
にファイバアレイを保護したり、難燃性を付与する等の役割を担う。なお、本発明の光フ
ァイバアレイは、必ずしもこれらのベースフィルムやカバーフィルムを有しなくてもよい
。
【００９４】
　上記ベースフィルム、カバーフィルムとしては、特に限定されないが、例えば、ポリイ
ミドフィルム、ポリエステルフィルム、アクリルフィルム等の公知乃至慣用のプラスチッ
クフィルムなどが使用できる。なお、上記ベースフィルムとしては、シリコン製、ガラス
製、セラミック製、ガラスエポキシ樹脂製、金属製の基材等を使用することもできる。
【００９５】
　本発明の光ファイバアレイにおける光ファイバ素線（本発明の光ファイバ素線）の配列
態様は、特に限定されないが、例えば、光ファイバ素線の中心間距離（ピッチ）を、５０
～１０００μｍとすることが好ましく、より好ましくは７０～５００μｍである。
【００９６】
　本発明の光ファイバアレイは柔軟性に優れるため、自由に屈曲することができ、さらに
このような屈曲によってもクラック等の破損を生じにくく、光損失の増大を生じにくい。
このため、小型の製品や内部構造が複雑な製品において特に好ましく使用できる。また、
本発明の光ファイバアレイは、耐熱性にも優れるため、ハンダリフロー工程のような高温
の熱履歴が加えられた場合にも、光損失の増大を生じにくい。
【００９７】
　本発明の光ファイバアレイは、特に限定されないが、例えば、光通信用途や装飾用途等
の広範な用途に使用することができる。より具体的には、例えば、携帯機器、ＦＡ機器、
ＯＡ機器、オーディオ機器、車両、ＬＡＮ等における通信用途、家庭用や工業用の内視鏡
等におけるイメージ伝送用途、センサ用途、検査・測定用の照明、美術品等の照明等にお
ける光伝送用途、看板、サイン、景観照明等における装飾用途などにおいて用いられる、
機器・装置の光配線回路や光・電気混載回路等に特に好ましく使用できる。
【００９８】
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　本発明の光ファイバアレイは、公知乃至慣用の方法により製造することができ、特に限
定されないが、例えば、特開平７－１１０４１３号公報や特開２００３－１５６６５１号
公報に記載の方法等により製造することができる。中でも、本発明の光ファイバアレイは
、特に、粘着性を有する光硬化性組成物層を表面に有する基板の、上記光硬化性組成物層
表面に、ファイバ素線の案内構造（ガイド構造）を有するロール（「ファイバ案内ロール
」と称する場合がある）を用いて複数の光ファイバ素線を配列させ、その後、前記光硬化
性組成物層に光を照射して硬化させて前記光ファイバ素線を固定する方法（「本発明の光
ファイバアレイの製造方法Ａ」と称する場合がある）により製造することが好ましい。本
発明の光ファイバアレイの製造方法Ａによると、光ファイバ素線の整列間隔の精度を低下
させることなく、連続的に高品質の光ファイバアレイを製造できる。なお、本明細書にお
いて「基板」とは、上記「粘着性を有する光硬化性組成物層」を含んだもの（板状部材）
を意味するものとする。
【００９９】
　なお、本発明の光ファイバアレイの製造方法Ａにより製造される光ファイバアレイは、
本発明の光ファイバアレイに限定されるものではない。
【０１００】
［本発明の光ファイバアレイの製造方法Ａ］
　本発明の光ファイバアレイの製造方法Ａを、図面を参照しながら以下に説明する。図２
は、本発明の光ファイバアレイの製造方法の一例を示す概略図である。図２における５は
ベースフィルムロール、６はベースフィルム、７ａ、７ｂは塗布装置（コーター）、９ａ
、９ｂはＵＶ照射装置、１０は光ファイバボビン（光ファイバ素線が巻かれたボビン）、
１２はファイバ案内ロール、１３は巻き取りロール、１４ａ～ｄはローラーを示す。
【０１０１】
（工程１）
　まず、粘着性を有する光硬化性組成物層を表面に有する基板の、上記光硬化性組成物層
表面に、ファイバ案内ロールを用いて光ファイバ素線を配列させる（当該工程を、「工程
１」と称する場合がある）。なお、本明細書において「粘着性を有する」とは、少なくと
も常温（２５℃）で粘着性を有することを意味し、光硬化性組成物層上に光ファイバ素線
を配置させた際に仮止め（仮固定）可能な特性を表す。より具体的には、例えば、「粘着
性を有する」とは、ＪＩＳ　Ｚ０２３７に準拠する傾斜式ボールタック試験（２３℃、傾
斜角度：３０°）により測定されるタックが、ボールナンバー１以上である特性を示す。
【０１０２】
　粘着性を有する光硬化性組成物層が形成された基板は、特に限定されないが、例えば、
図２に示すように、ベースフィルム６の一方の表面に光硬化性組成物層８ａが形成された
基板等が挙げられる。なお、図２の例では、上記基板を、塗布装置７を用いて光硬化性組
成物８ａをベースフィルム６上に塗布することによって作製している。即ち、上記基板と
しては、ベースフィルム上に光硬化性組成物を塗布したもの（積層体）を用いることがで
きる。なお、上記基板としては、ベースフィルム等の基材の表面に光硬化性（光照射によ
る硬化が可能な）の粘着剤層が形成された市販の粘着シート等を使用することも可能であ
る。なお、本明細書においては、上記光硬化性組成物層を構成する光硬化性組成物を「光
硬化性組成物ａ」と称する場合がある。
【０１０３】
　上記光硬化性組成物（光硬化性組成物ａ）としては、特に限定されないが、例えば、光
照射により硬化が可能な組成物のうち、粘着性を有する組成物、又は、光照射等によって
部分的に硬化させることにより粘着性を発現する組成物などを使用することができる。中
でも、特に、上記光ファイバ素線のクラッドが光硬化性組成物の硬化物により形成されて
いる場合、上記光硬化性組成物層を構成する光硬化性組成物（光硬化性組成物ａ）として
、上記クラッドを形成する組成物（光硬化性組成物）と同じ光硬化性組成物を用いること
が好ましい。
【０１０４】
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　より具体的には、光ファイバ素線として本発明の光ファイバ素線を用いて本発明の光フ
ァイバアレイを製造する場合には、上記光硬化性組成物層を構成する光硬化性組成物（光
硬化性組成物ａ）として、式（１）で表されるオキセタン環含有（メタ）アクリル酸エス
テル化合物を単独で若しくは他のラジカル重合性化合物とともにラジカル重合して得られ
るカチオン反応性樹脂（本発明のカチオン反応性樹脂）を必須成分とするカチオン反応性
樹脂組成物を用いることが好ましい。
【０１０５】
　上記塗布装置（コーター）としては、公知乃至慣用の塗布装置を利用でき、特に限定さ
れないが、例えば、ダイコーター、ロールコーター、グラビアコーター、ナイフコーター
、コンマコーター、バーコーター、スピンコーター、スプレーコーターなどが挙げられる
。
【０１０６】
　上記光硬化性組成物層の厚みは、光ファイバアレイの構成により異なり、特に限定され
ないが、例えば、１～１００μｍの範囲から適宜選択することができる。
【０１０７】
　上記光硬化性組成物層には、図２に示すように、該光硬化性組成物層の表面に光ファイ
バ素線を配列させる前に、ＵＶ照射装置９ａ等の光源を用いて光を照射してもよい。即ち
、上記基板としては、ベースフィルム上に光硬化性組成物（光硬化性組成物ａ）を塗布し
た後、さらに光照射したもの（積層体）を用いてもよい。このような光照射によって、光
硬化性組成物層を部分的に重合（半硬化）させることで粘着特性（保持力）を高めた場合
には、光ファイバ素線をより高精度で整列させることができる。照射する光としては、光
硬化性組成物（光硬化性組成物ａ）を硬化させることができる光であればよく、特に限定
されないが、例えば、紫外線、赤外線、可視光線、電子線などを用いることができる。中
でも、汎用の重合開始剤を使用できる点で、紫外線が好ましい。このような紫外線の光源
としては、特に限定されないが、例えば、高圧水銀ランプ、超高圧水銀ランプ、キセノン
ランプ、カーボンアーク、メタルハライドランプ、太陽光、ＬＥＤランプ、レーザーなど
が挙げられる。また、光硬化性組成物層に照射する光の照射強度は、光硬化性組成物の組
成や光の種類等により異なり、特に限定されないが、例えば、５０～１５００ｍＷ／ｃｍ
2の範囲から適宜選択することができる。
【０１０８】
　次に、図２に示すように、光ファイバボビン１０により繰り出した光ファイバ素線１１
をファイバ案内ロール１２を用いて、光硬化性組成物層８ｂ表面に配列させる。　　　　
　
【０１０９】
　上記ファイバ案内ロールは、ファイバ素線を基板上に配列させるための案内構造を有す
るものであればよく、特に限定されないが、例えば、表面にファイバ素線を案内するため
の溝（案内溝）が複数（２本以上）形成されたロール（「溝付きロール」と称する場合が
ある）や、表面にファイバ素線を案内するための突起構造を有するロール等が挙げられる
。
【０１１０】
　図３は、上記溝付きロールの一例を示す概略図（斜視図）である。図３の例では、溝付
きロール１２の中央付近に４本の溝１２ａが等間隔に形成されている。溝付きロール１２
が有する溝の内部に光ファイバ素線を配置することで、これらを配列することができる。
即ち、この溝付きロール１２を用いた場合には、４本の光ファイバ素線を光硬化性組成物
層上に等間隔に配列させることが可能である。上記溝付きロールを構成する材質は、特に
限定されず、公知乃至慣用の材質を用いることができる。
【０１１１】
　上記溝付きロールにおける溝は、特に限定されないが、ファイバ素線を該溝内に配置す
ることにより配列させやすい点で、断面形状がＶ字状又はＵ字状の溝であることが好まし
い。
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【０１１２】
　上記溝付きロールにおける溝の深さは、光ファイバ素線の径などにより異なり、特に限
定されないが、例えば、５～１００μｍの範囲から適宜選択することができる。また、溝
付きロール上に形成される溝の数（２本以上）や間隔は、製造する光ファイバアレイの構
成により適宜選択でき、特に限定されない。
【０１１３】
　光ファイバ素線としては、公知乃至慣用の光ファイバを用いることができ、例えば、コ
ア及びクラッドを有する複層構造の光ファイバ素線や、コアのみからなる単層構造の光フ
ァイバ素線などを用いることができる。光ファイバ素線としては、市販品を用いることも
可能である。特に、光ファイバ素線として、本発明の光ファイバ素線を用いた場合には、
耐熱性及び柔軟性に優れた光ファイバアレイ（本発明の光ファイバアレイ）を製造するこ
とができる。
【０１１４】
　本発明の光ファイバアレイの製造方法Ａは、従来の光ファイバアレイの製造方法のよう
に、光ファイバ素線を配列するために、基板表面上に位置決めのための溝などを形成した
り、光ファイバ素線配列用治具のような特別な治具を用いなくても、より簡易な工程によ
り光ファイバ素線を高精度で配列させることができる。このため、本発明の光ファイバア
レイの製造方法Ａによると、高品質の光ファイバアレイを連続的に製造可能となる。なお
、より光ファイバ素線を配列させやすくするために、基板表面（光硬化性樹脂組成物層表
面）に位置決めのための溝や目印等を形成してもよい。
【０１１５】
（工程２）
　上記工程１により、基板の光硬化性組成物層上に光ファイバ素線が配列された構造体が
得られる。続いて、当該構造体の光硬化性組成物層に対し、光を照射して該光硬化性組成
物層を硬化させ、上記光ファイバ素線を固定する（当該工程を「工程２」と称する場合が
ある）。
【０１１６】
　上記工程２においては、光硬化性組成物層に光を照射する前に、図２に示すように、さ
らに、光硬化性組成物層８ｂ及び光ファイバ素線１１上に光硬化性組成物８ｃを塗布して
、光硬化性組成物層８ｃを形成してもよい。このように光ファイバ素線を配列させた後、
さらに光硬化性組成物を塗布して光硬化性組成物層を形成することによって、その後の光
照射により表面（基板に対する反対側の表面）の平滑性が高い板状（平板状）の光ファイ
バアレイを得ることができる。なお、本明細書においては、工程２において塗布する光硬
化性組成物層を「光硬化性組成物ｂ」と称する場合がある。
【０１１７】
　上記工程２においてさらに塗布する光硬化性組成物（光硬化性組成物ｂ）の塗布厚みは
、特に限定されないが、例えば、５～２００μｍの範囲から適宜選択することができる。
塗布に用いる塗布装置（コーター）としては、例えば、上記で例示した塗布装置等を使用
できる。
【０１１８】
　上記工程２においてさらに塗布する光硬化性組成物（光硬化性組成物ｂ）としては、特
に限定されないが、耐熱性と柔軟性のバランスの観点で、基板が有する光硬化性組成物層
を構成する光硬化性組成物と同じ組成物（光硬化性組成物）を用いることが好ましい。即
ち、光硬化性組成物ａと光硬化性組成物ｂは、同じ光硬化性組成物であることが好ましい
。より具体的には、本発明の光ファイバアレイを製造する場合には、光硬化性組成物ｂと
して、式（１）で表されるオキセタン環含有（メタ）アクリル酸エステル化合物を単独で
若しくは他のラジカル重合性化合物とともにラジカル重合して得られるカチオン反応性樹
脂（本発明のカチオン反応性樹脂）を必須成分とするカチオン反応性樹脂組成物を用いる
ことが好ましい。
【０１１９】
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　上記構造体における光硬化性組成物（光硬化性組成物ａ、又は、光硬化性組成物ａ及び
光硬化性組成物ｂ）に照射する光は、特に限定されないが、例えば、紫外線、赤外線、可
視光線、電子線などを用いることができ、特に紫外線が好ましい。このような光の光源と
しては、例えば、上述の紫外線の光源等を使用できる。また、光硬化性組成物に照射する
光の照射強度は、光硬化性組成物の組成や光の種類等により異なり、特に限定されないが
、例えば、１０～１００００ｍＷ／ｃｍ2が好ましく、より好ましくは１００～５０００
ｍＷ／ｃｍ2である。
【０１２０】
　上記工程１及び工程２により、光硬化性組成物の硬化物中で複数の光ファイバ素線が整
列・固定化された光ファイバアレイが得られる。得られた光ファイバアレイは、図２に示
すように、巻取りロール１３により巻き取って回収することもできる。
【０１２１】
　なお、本発明の光ファイバアレイの製造方法Ａには、上記工程１及び工程２以外にも、
例えば、光ファイバアレイの基板に対する反対側の表面（光硬化性組成物の硬化物表面）
に、カバーフィルムを被覆する工程（例えば、図４参照）や、光ファイバアレイからベー
スフィルムを剥離する工程（例えば、図５参照）等を含んでいてもよい。さらに、光ファ
イバアレイを加工する工程等を含んでいてもよい。
【０１２２】
　本発明の光ファイバアレイの製造方法Ａにおける工程速度（例えば、ベースフィルムの
送り速度）は、特に限定されないが、例えば、０．０１～１００ｍ／分が好ましく、より
好ましくは０．１～８０ｍ／分である。
【実施例】
【０１２３】
　以下、実施例により本発明を具体的に説明するが、本発明はこれらに限定されるもので
はない。
【０１２４】
製造例１[光ファイバのコア剤の製造例]
　モノマー滴下ライン、開始剤滴下ライン、温度計、還流管、及び攪拌翼を装着した５口
フラスコに、ＰＧＭＥＡ ６２．０７ｇ、下記式で表される３－エチル－３－（３－アク
リロイルオキシ－２，２－ジメチルプロピルオキシメチル）オキセタン（ＥＯＸＴＭ－Ｎ
ＰＡＬ） １０．１３ｇ（０．０３９ｍｏｌ）、及びＢＡ ２７．０６ｇ（０．１９５ｍｏ
ｌ）の混合液（モノマー混合液）のうち２５％を仕込み、窒素気流下、８５±１℃に加熱
した。次いで、ｔ－ブチルペロキシピバレート（パーブチルＰＶ：日本油脂（株）製） 
０．０７ｇとＰＧＭＥＡ １．０８ｇの混合液を投入し、撹拌均一化した後、撹拌しなが
ら、上記モノマー混合液の残り７５％、ＡＩＢＮ ０．６３ｇ、及びＰＧＭＥＡ ６．４７
ｇの混合液を送液ポンプで３時間かけて滴下した。滴下終了後、ただちにＡＩＢＮ ０．
２１ｇとＰＧＭＥＡ ２．１６ｇの混合液を投入し、１時間後、ＡＩＢＮ ０．２１ｇとＰ
ＧＭＥＡ ２．２１ｇの混合液を投入した。さらに２時間保持した後、４０℃以下に冷却
することにより、樹脂組成物を得た。これを５倍量の６０重量％メタノール水溶液で再沈
精製し、真空乾燥機中（４０℃、フルバキューム）で６０時間保持することにより、無色
透明のコアプレポリマー（液状樹脂）を得た。
　該コアプレポリマーのポリスチレン換算重量平均分子量は６７６００、数平均分子量は
１１８００であった。
【化９】
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　上記コアプレポリマー６０重量部に、商品名「ＯＸＴ－２１２」（東亞合成（株）製）
１５重量部、「ＯＸＴ－ＤＶＥ」２５重量部を混合し、この混合物１００重量部に対して
、開始剤として商品名「ＣＰＩ－１００Ｐ」（サンアプロ（株）製）３重量部を配合し、
混合して、コア形成用の光硬化性組成物（光硬化性樹脂組成物）（コア剤；２５℃におけ
る粘度は１５０００ｃＰ）を作製した。
　なお、上記「ＯＸＴ－２１２」は、３－エチル－３－（２－エチルヘキシルオキシメチ
ル）オキセタンである。
なお、「ＯＸＴ－ＤＶＥ」は、３，３－ビス（ビニルオキシメチル）オキセタンである。
　また、上記「ＣＰＩ－１００Ｐ」は、ジフェニル［４－（フェニルチオ）フェニル］ス
ルホニウムヘキサフルオロホスファート、チオジ－ｐ－フェニレンビス（ジフェニルスル
ホニウム）、ビス（ヘキサフルオロホスファート）、プロピレンカーボネート、及びジフ
ェニルサルファイドの混合物である。
【０１２５】
製造例２[光ファイバ及び光ファイバアレイのクラッド剤の製造例]
　モノマー滴下ライン、開始剤滴下ライン、温度計、還流管、及び撹拌翼を装着した５口
フラスコに、ＰＧＭＥＡ ２４．９３ｇを仕込み、窒素気流下、７５±１℃に加熱した。
次いで、撹拌しながら、ＰＧＭＥＡ ４３．６４ｇ、ＥＯＸＴＭ－ＮＰＡＬ２０．０８ｇ
（０．０７８ｍｏｌ）、ＢＡ ５０．５９ｇ（０．３９ｍｏｌ）、及びジメチル－２,２’
－アゾビス（２―メチルプロピオネート）（商品名「Ｖ―６０１」） ０．０４３ｇの混
合液を送液ポンプで５時間かけて滴下した。滴下終了後、さらに２時間保持した後、４０
℃以下に冷却することにより、樹脂組成物を得た。これをＰＧＭＥＡ １４０．０４ｇで
希釈した後、５倍量の６０重量％メタノール水溶液で再沈精製し、真空乾燥機中（４０℃
、フルバキューム）で６０時間保持することにより、無色透明のクラッドプレポリマー（
液状樹脂）を得た。
　該クラッドプレポリマーのポリスチレン換算重量平均分子量は２８８０００、数平均分
子量は６１２００であった。
　上記クラッドプレポリマー６３重量部に、「ＯＸＴ－ＤＶＥ」３７重量部を混合し、こ
の混合物１００重量部に対して、商品名「セロキサイド　８０００」５重量部、開始剤と
して商品名「ＣＰＩ－１００Ｐ」（サンアプロ（株）製）１重量部を配合し、混合して、
クラッド形成用の光硬化性組成物（光硬化性樹脂組成物）（クラッド剤；２５℃における
粘度は７００００ｃＰ）を作製した。
　なお、上記「セロキサイド　８０００」は、３，４，３’，４’－ジエポキシビシクロ
ヘキシルである。
【０１２６】
製造例３[光ファイバ素線の製造例]
（光ファイバ素線製造装置）
　光ファイバ素線製造装置としては、図６に示す製造装置を用いた。図６に示す光ファイ
バ素線製造装置は、ノズルの吐出口から鉛直方向下方に光硬化性組成物を吐出し、次いで
、ノズルより垂下した該光硬化性組成物に対し光を照射して硬化させ、光ファイバ素線を
製造する装置である。
　図６の光ファイバ素線製造装置における２１は、外管と、該外管の内側に内管を備えた
二重管ノズルである。上記二重管ノズル２１の外管及び内管の内径は以下に示す通りであ
る。また、図６の光ファイバ素線製造装置においては、光照射装置として、ノズル先端か
ら吐出される光硬化性組成物２２に対して３方向から光を照射できる光照射装置を用いた
。該光照射装置は、光硬化性組成物２２に対して等距離に、３つのライトガイド（ＵＶラ
イトガイド）の先端部分２３を、同じ高さで等間隔（光硬化性組成物を中心に１２０°間
隔）に配置したものである。また、上記光照射装置の光源装置としては、「ＳＰＯＴＣＵ
ＲＥ　ＳＰ９－２５０ＤＢ」（ウシオ電機（株）製）を用いた。なお、図６においては、
便宜上、２個のライトガイドの先端部分のみを描いている。
　また、二重管ノズル２１の先端（吐出口）に光照射装置からの光が伝播することを防ぐ
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ために、ライトガイドの先端部分２３を筒状の部材（遮光筒）２４で覆い、さらに、ライ
トガイドの先端部分２３の光の出力端と二重管ノズル２１の吐出口の間に、板状の部材（
遮光板）２５を設置した。
　図６に示すように、ライトガイドの先端部分２３を二重管ノズル２１の吐出口よりも下
方に配置し、二重管ノズル２１の吐出口からライトガイドの先端部分２３の出力端（出力
端の中心部）までの高さ（垂直距離）を、２０ｍｍとした。また、ライトガイドの先端部
分２３の出力端（出力端の中心部）と光硬化性組成物２２までの距離を、１５ｍｍとした
。
　さらに、ライトガイドの先端部分２３は、水平面に対して１１°下向きに傾けて設置し
た。なお、ライトガイドの先端部分２３を遮光筒２４で覆った状態で出射される光の広が
り角ψ（出射された光線のうち、照射強度が最大値の３％となる光線同士がなす角度の最
大値）は、２２°であった。
（光ファイバ素線の製造）
　まず、定量ポンプ２６及び２７を用いて、上記コア剤及びクラッド剤を下記送り速度に
て送液し、二重管ノズル２１の吐出口より同時に鉛直方向下方に吐出させた。なお、二重
管ノズル２１の内管にはコア剤、外管と内管の間にはクラッド剤を送液した。
　次に、光照射装置により、コア剤及びクラッド剤に紫外線を照射し硬化させた。このよ
うにして製造された光ファイバ素線（プラスチック光ファイバ）を、巻取り装置２８にて
回収した。
（製造条件）
　ノズルの吐出口における光の照射強度：０．１３ｍＷ／ｃｍ2

　コア剤の送り速度：０．１ｍＬ／分
　クラッド剤の送り速度：０．３ｍＬ／分
　二重管ノズルの内管の内径（直径）：２．０ｍｍ
　二重管ノズルの外管の内径（直径）：４．０ｍｍ
　ＵＶ照射強度：１８００ｍＷ／ｃｍ2（三方の合計：一方あたり６００ｍＷ／ｃｍ2）
　巻取り速度：４８０ｍｍ／秒
（結果）
　製造の際に糸切れを起こすことなく、一定の線径でコア－クラッド構造（コア直径６０
μｍ、クラッド直径１２５μｍ）を有する光ファイバ素線を１５０ｍ製造することができ
た。該光ファイバ素線の真円度（縦横比）は、コア、クラッド共に１．０であった。
【０１２７】
実施例１[ベースフィルムを有する光ファイバアレイの製造：図２参照]
　図２に示す製造装置を用いて、光ファイバアレイ（ベースフィルムを有する光ファイバ
アレイ）を製造した。
　なお、ベースフィルム６として、ポリイミドフィルム（幅：０．０１ｍ、厚み：５０μ
ｍ）を用いた。塗布装置７ａ、７ｂとしては、光硬化性組成物（クラッド剤）の吐出量を
任意に制御可能な塗布装置を用いた。また、ＵＶ照射装置９ａ、９ｂとして、商品名「Ｓ
ＰＯＴＣＵＲＥ　ＳＰ９－２５０ＤＢ」（ウシオ電機（株）製）を用いた。また、溝付き
ロール１２として、表面に０．２５ｍｍピッチでＵ溝が４本形成されたジュラコン素材の
ロールを用いた。以下に手順を示す。
　ベースフィルムロール５からベースフィルム６を繰り出し、巻取りロール１３にセット
し、巻取り速度２ｍ／分で巻取りロールを作動させた。以下の工程は、巻取り速度２ｍ／
分にて連続的に実施した。
　まず、ベースフィルム６上に、塗布装置７ａによりクラッド剤を膜厚が３０μｍとなる
ように塗布した。その後、上記クラッド剤の塗布層（光硬化性組成物層８ａ）に対し、Ｕ
Ｖ照射装置９ａにより紫外線を照射し（照射強度：１０００ｍＷ／ｃｍ2）、クラッド剤
を半硬化させ、粘着性を有する光硬化性組成物層８ｂを形成した。
　次に、上記製造例３にて得られた光ファイバ素線を光ファイバボビン１０より４本繰り
出し、それぞれの光ファイバ素線１１が溝付きロール１２の溝（Ｕ溝）を通るようにセッ
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トした。これにより、光ファイバ素線１１は、溝付きロール１２により中心間距離が０．
２５ｍｍピッチとなるように、光硬化性組成物層８ｂ上に配列された。
　次に、塗布装置７ｂによりクラッド剤を、ベースフィルム６と光硬化性組成物層８ｂの
界面から１３０μｍの膜厚となるように塗布し、光硬化性組成物層８ｃを積層した。さら
に、光硬化性組成物層８ｂ及び８ｃに対し、ＵＶ照射装置９ｂにより紫外線を照射し（照
射強度：２１００ｍＷ／ｃｍ2）、これらを硬化させることでポリイミドフィルムをベー
スフィルムとして有する光ファイバアレイを製造した。
　なお、製造した光ファイバアレイは、巻取りロール１３により１００ｍ分回収した。
【０１２８】
実施例２[ベースフィルム及びカバーフィルムを有する光ファイバアレイの製造：図４参
照]
　図４に示す製造装置を用いて、光ファイバアレイ（ベースフィルム及びカバーフィルム
を有する光ファイバアレイ）を製造した。なお、図４における１５はカバーフィルム、１
６はカバーフィルムを光ファイバアレイに貼り付けるためのカバーフィルムロールである
。
　光硬化性組成物層８ｂ及び８ｃを硬化させた後、カバーフィルムロール１６を用いてカ
バーフィルム１５を貼り付けたこと以外は実施例１と同様にして、ベースフィルム及びカ
バーフィルムを有する光ファイバアレイを製造した。
【０１２９】
実施例３［ベースフィルムを有しない光ファイバアレイの製造：図５参照］
　図５に示す製造装置を用いて、光ファイバアレイ（ベースフィルムを有しない光ファイ
バアレイ）を製造した。なお、図５における１７は、ベースフィルム６を剥離した光ファ
イバアレイを巻き取る剥離ローラーである。
　ベースフィルム６としてＰＥＴフィルム（幅：０．０１ｍ、厚み５０μｍ）を用い、光
硬化性組成物層８ｂ及び８ｃを硬化させた後、剥離ローラー１７を用いてベースフィルム
６を剥離した光ファイバアレイを回収したこと以外は実施例１と同様にして、ベースフィ
ルムを有しない光ファイバアレイを製造した。
【０１３０】
（評価）
［柔軟性評価］
　光ファイバアレイを半径１ｍｍ棒に巻き付けて、クラック（ひび割れ）発生の有無を目
視で観察し、クラック（ひび割れ）が見られなかった場合を合格（柔軟性に優れる）と判
定した。
　実施例１～３で得られた光ファイバアレイは、上記柔軟性評価においていずれも合格で
あった。
【０１３１】
［光損失評価］
　波長８５７ｎｍの光源（ＡＤＶＡＮＴＥＳＴ　Ｑ８１２０１）からの光をマッチングオ
イルを介してコア径５０μｍのＧＩファイバにて、実施例１～３で得られた光ファイバア
レイに導入し、出射した光をマッチングオイルを介してコア径２００μｍのＰＣＦファイ
バで受光し、パワーメータ（ＡＤＶＡＮＴＥＳＴ　Ｑ８２２０２、ＯＰＴＩＣＡＬ　ＳＥ
ＮＳＯＲ　Ｑ８２２１４）に接続して出射される光を該パワーメータで測定した。カット
バック法により求めた、実施例１～３で得られた光ファイバアレイの光損失は、いずれも
０．１ｄＢ／ｃｍであった。
【０１３２】
［耐熱性評価］
　光ファイバアレイを２６０℃で３０秒間加熱し、加熱前後の光損失の差異が０．１ｄＢ
／ｃｍ以下である場合を合格（耐熱性に優れる）と判定した。
　実施例１～３で得られた光ファイバアレイは、上記耐熱性評価においていずれも合格で
あった。
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【符号の説明】
【０１３３】
１　　　　光ファイバアレイ
２　　　　光ファイバ素線
３　　　　封止材（光ファイバアレイのクラッド）
４　　　　ベースフィルム
５　　　　カバーフィルム
６　　　　ベースフィルム
７ａ、７ｂ　　　塗布装置
８ａ　　　光硬化性組成物層（光硬化性組成物）
８ｂ　　　光硬化性組成物層
８ｃ　　　光硬化性組成物層（光硬化性組成物）
９ａ、ｂ　　　　ＵＶ照射装置
１０　　　光ファイバボビン
１１　　　光ファイバ素線
１２　　　ファイバ案内ロール（溝付きロール）
１２ａ　　溝
１３　　　巻取りロール
１４ａ～ｅ　　　ローラー
１５　　　カバーフィルム
１６　　　カバーフィルムロール
１７　　　剥離ローラー
２１　　　二重管ノズル
２２　　　光硬化性組成物
２３　　　ライトガイドの先端部分
２４　　　遮光筒
２５　　　遮光板
２６　　　定量ポンプ
２７　　　定量ポンプ
２８　　　巻取り装置
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